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バと米国 五四年ぶりに国交を回復した。一九五九年の革命から五七年間が経過したが、フィデル・カストロおよびラウル・カストロは、冷戦期の米国のあからさまな攻撃に対し、ソ連と同盟を結ぶことで生き延びた。ソ連が一九 一年に崩壊してからは、革命以来最悪の経済危機に見舞われながらも、革命体制は倒れなかった。そ 間、米国は一貫してキューバに対して敵対的な姿勢を崩さず、ソ連崩壊後もキューバに対 経済制裁を継続してきた。その目的は革命体制を民主化することであったが、キューバの現体制は米国 圧力にも屈することなく、一貫して社会主義体制を維持してきたのである。　
今回のキューバと米国の国交正





るにあたり、最初に両国の関係改善が進んだ要因を簡単に述べたい。本稿の議論の中心は、価値観やイデオロギーの違いが両国の対立を生む点である 、他方国交回復つながった、両国 接近を促す要因ももちろんある。まずキューバ政府の狙いとして 経済 立て直しの必要性に迫られてい ということが挙げられる。キューバは二〇〇一年にチャベス政権下のベネズエラとの間で経済協力協定を発効させ、現在までベネズエラの石油とキューバの医師 サービ
･
バーター貿易を行っている。その経済的なインパクトは公式 発表されていないが、リーマンショック前後の二〇〇八年にキューバ政



























それほど長く続かないであろうことを予測しているはずであ キューバ革命政府は、革命初期に米国に亡命した反カストロ団体から、さまざまな形での武力侵攻や暴力的な攻撃を受けてきた。米国との関係改善の前 、カストロ兄弟がいなくなるような事態にな ば、その機に乗じて米 側から再び介入される恐れがある。その前 関係を改善しておけば、指導者の交代時にも米国から攻撃的な介入を受ける可能性は低く る。革命体制をカストロ兄弟以後も存続させるために、米国との関係を改善することを選んだということである。　
また米国のオバマ政権にとって
は、よくいわれるようにオバマ大





































制裁の全面解除の権限は、大統領から連邦議会に移っている。そためオバマ大統領はここで「大統領としてできる政策」すなわちキューバ渡航に対する制限の緩和や情報産業のキュー 投資の認可どを行い、連邦議会に対して対キューバ経済制裁 解除を進め ために率直で真剣な話し合いを行うと述べたのである。　
この発表どおり、オバマ大統領
は翌月二〇一五年一月には キューバに親族がいない米国市民がキューバに送金する場合 上限額を三カ月ごと 五〇〇ドルから二〇〇〇ドルへ引き上げた。さらにキューバ系市民を含む米国市民が米国へキューバ産品を持ち帰ることも、四〇〇ドルまでの上限つきで
53　　アジ研ワールド・トレンド No.245（2016. 3）
キューバ・米国国交正常化―多様なアクターと価値観・実利の交差―
許可すると発表した。キューバ産品のうちキューバ産葉巻やラム酒などのアルコール類は一〇〇ドルまでとなっている。文化・学術交流や人道支援など、以前から例外として認められてきた一二分 のキューバ渡航のケースについて、米財務省の許可は必要ないとした。財務省の許可申請にはこ まで手続きに数カ月かかっていたので、交換留学や宗教関係者や援助関係者のキューバ渡航などが、容易に実現できること なった。　
このオバマ大統領の発表と同時
に行われたラウル・カストロ国家評議会議長の発表はどうであっただろうか。ラウルは最初に、 「主権平等を基礎とし、双務的な形多様なテーマを取り上げる」 。 「国家の独立とわれわれの民族自決をいささかも損なうことなく」米国との話し合いを開始するこ にした、と宣言 た。 「交渉においてはわれわれの間にある差異について話し合い、解決する計画である」と述べている。これらの文言は、オバマ大統領の発表とほぼ共通している。　
他方ラウルは、 「今、種々の困
難にもかかわらず、繁栄し持続可能な社会主義を建設するため、経
済モデルの刷新を進めている」と述べ、キューバが革命体制を引き続き堅持し、社会主義の原則のなかで改革を進めようとしていることを確認する。そして、 「我々は米国政府に対し、両国関係を改善し、正常化するために 国際法国連憲章の原則 基づき、双務的な手段 （
form
a recíproca ） を用い







バ国民との関係を変える」と宣言しており、米国政府はキューバ政府ではなく国民との関係を強化したい、支援したい 述べている。つまりラウルの言説は、オバマ大統領のそれとはか ニュアンスが違い、社会主義やキューバ革命の価値観や理想を今後も守る意思を明確にし、米国にもそれを尊重するよう求め、そ うえで違いを認め合いつつ話 合いをする 述べている。　
ラウルのこの姿勢は、ラテンア

























































崎への原爆投下に寄せて、二〇一二年に日本から訪問した被爆者たちとの会見に触れ、 「我々は決して、平和と人類すべてのための福利を勝 取るため 戦いをやめる
ことはない。その平和と福利は、肌の色も、地球上のどの場所の出身かも、宗教を信仰しているか否かも、関係ない」と述べる。さらに「すべての市民に医療、教育、職、栄養、安全、文化 科学、福祉を等しく保証すること、つまり、我々が正義と平等という夢を、地上のすべての人類に実現するう、……この非常 高い理想をキューバ国民が変わらず持ち続けていることに感謝 る」と結ばれている。●米国とキューバの多様な意見①世論調査　
これまで米国とキューバの両国

































化率は一三・八％で日本と同水準である）で比較的若年層が多く、また白人（六四％）に偏っている問題はあるのだが、キューバ全国の一二〇〇名のキューバ人 対面で質問した調査である。九七％の回答者が米国との国交正常化はューバに利益をもたらすと答えた。正常化が経済制度の変化につながると答えたのは六四％、つながらないと答えたのは三〇％であった。他方正常化が政治制度の変化にながると答えたのは三七％で、五四％がつながらないと回答した。オバマ大統領は「キューバ 民主化を促進する」こ を目的に、正常化交渉を進めていたわけだ 、キューバ国民はそれについては悲観的な人が多いということにな 。　
この調査では、やや間接的なが
ら、革命体制に対する国民の意見についても質問している。経済制度については、七九％ 不満を表明し、 「キューバ政府に望むこと」については 七割の回答者が「経済の改善」と答えている。他方政治制度 、不満と答えたのは五三％で 三九％は満足であると回答している。それに関連して、革命 権が誇る社会開発については、七二％が現在の教育
制度に満足であると回答し、六八％が現在の医療制度に満足と回答した。経済 比べて政治に対する不満が相対的に少ないのは、革命体制の下で実現された国民全員への無料の医療・教育が関連し いるかもしれない。医療も教育もソ連崩壊後、薬が不足したり、賃金が安い教員が大量に辞めたりして、どちらも質の低下が懸念されているが、それでも回答者の三分の二がこれらの社会サービスに「満足」と回答したのは、国民がそ面では革命政府を評価していることの現われでもあると考えられる。②米経済界のキューバへの関心　
米国の経済界は伝統的に共和党






































































とは別に、とくに米国内には政府とは異なる多様 利害や価値観を持つアクターが存在す 。キューバ市場に魅力を感じる企業 、共和党が多数を占める連邦議会 働きかけていることが、献金リストからうかがえる。オバマ大統領の政策転換にともない、 くに全米商工会議所、情報産業、製造業や石油産業から新たな働きかけが始まっている。これらの財界アクタ
ーは共和党の支持基盤であり、今後共和党が多数を占める米国連邦議会に対しても、経済制裁全面解除を働きかける可能性がある。　
これは米国の世論調査にもみら
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